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Tax Analysis 
 

ユニラテラル APAの新公告を公布：

簡易手続にて申請プロセスの効率性

を向上 

 
国家税務総局は 2021年 7月 30日、「国家税務総局によるユニラテラル事前確

認協議に適用される簡易手続に関する公告」（国家税務総局公告 2021年第 24

号、以下、「24号公告」）を公布した。2016年の「国家税務総局による事前

確認管理の規範化に関する公告」（国家税務総局公告 2016年第 64号、以下

「64号公告」）に基づいて、ユニラテラル APAに適用される簡易手続を導入

した。 

 

ユニラテラル APAの交渉効率を向上させるため、簡易手続は 64号公告にある

交渉手続を簡素化し、申請の受理と協議・締結の期限を明確にした。64号公

告は APAに対する一般規定であり、一定の条件に満たす企業がユニラテラル

APAを申請する際には 24号公告に基づく規定を適用することができる。 

24号公告はユニラテラル APAの適用手続を簡素化し、かつ具体的な期限を提

示しており、64号公告の APAに対する実質的な規定はそのまま残ることにな

る。本文では 24号公告の概要を紹介しつつ、我々のアドバイスをあわせて提

示する。 

 

政策背景 

 

近年において、中国政府は「放管服」改革の深化・ビジネス環境整備に取り込

んでいる。そのうち、税務システムに対する行動計画も積極的に行っており、

「便民弁税行動」をここ数年かけて行っている。本年度のテーマは「法律執行

サービスの最適化・人民のための作業」であり、合計 30の行動計画を明示し

た。行動計画の「手続の簡素化」では ユニラテラル APAに適用される簡易手

続の準備、簡易手続に適用される関連事項の公告の施行が含まれる。 

 

64号公告の公布以降、APAは税務の確実性を提供する有効手段となってい

る。多くの企業が APAを申請するメリットを理解し、所轄税務機関への申請

を行ってきた。国家税務総局はこの点を重視しており、引き続き企業のニーズ

をいかに満たすか模索している。各税務機関は租税回避防止に従事する人材を

整備し、APAに係る豊富な経験を蓄積しており、こうした成果を踏まえて今
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1 APAの完了期間は以前と比べ大きく縮短された。2020年 10月に公布した「中国事前確認協議年度報告（2019)」によれば、 2005 年 1 月 1 日

~2019年 12 月 31 日において、中国税務機関は計 101件のユニラテラル APAを締結し、そのほとんどが 2 年間以内に完成した。1 年以内に完

成した件数の割合は 52.48%、1~2 年以内の割合は 36.63%、2 年以上の割合は 10.89%である。 

回簡易手続の規定を導入した。 

 

 

ユニラテラル APAに適用される簡易手続について、国家税務総局は予め深

圳、広東省にて試験導入を行ってきた。当該地域での経験を踏まえて、この度

正式に簡易手続が実施されることになった。 

 

政策要点 

 

手続の簡素化、期間制限の設定 

 

64号公告によると APAは、事前協議、意思表示、分析評価、正式申請、協

議・締結、実施監督の 6つの段階（以下「一般手続」と略称）を含む。ユニラ

テラル APAに適用される簡易手続は、申請・評価、協議・締結と実施監督の

3つの段階から構成され、事前協議などが削除された。 

 

簡易手続は税務機関が APA申請の受理と協議・締結の 2つの段階にて明確な

期限を規定した。税務機関は企業の申請を受けてから 90日以内に「税務事項

通知書」を送付し、申請を受理するかを告知する。また、申請を受理する旨の

「税務事項通知書」を送付してから 6ヵ月以内に協議を完成することになる。

一方で、企業による補足資料の提供期間は当該 6ヵ月に算入しない。従って事

前に十分な準備を整えた上で、税務機関の要求に従って関連資料を提出し、最

速で 6~9ヵ月以内に税務機関とユニラテラル APAの交渉を完成することが可

能となる。1 

 

図表 1：ユニラテラル APAに適用される簡易手続の 3つの段階 

 

段階 概要 

申請・評価  企業が所轄税務機関に「ユニラテラル APAに適用される

簡易手続申請書」を提出し、申請報告書も添付する。 

 所轄税務機関が企業の申請を受けた後、分析評価、機能

とリスクの現地インタビューを行い、かつ 90日以内に企

業に「税務事項通知書」を送付し、申請を受理するか告

知する。受理しない場合は、その理由を説明する必要が

ある。 

 

協議・締結  所轄税務機関は企業の申請を受理後、企業の関連者間取

引が独立企業間原則に従っているかに関して協議する。

その上で企業に申請を受理する「税務事項通知書」を送

付してから 6ヵ月以内に協議を完了する。 

 協議中に、所轄税務機関は企業に補足資料の提出が要求

でき、企業による補足資料の提供期間は 6ヵ月に算入し

ない。 

 

実施監督  税務機関はユニラテラル APAの実施監督を行わなければ

ならない。 

 ユニラテラル APAの実施期間において、企業に実質的な

変化が生じたことにより、ユニラテラル APAの実施の停

止を余儀なくされた場合、企業は 24号公告の規定に基づ

き、ユニラテラル APAを再申請することができる。 
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税務機関が簡易手続の申請を受理しないケースおよび簡易手続を暫定的に適用しない場合は下表の通りである。 税務機

関は企業が日常の事業管理において、関連規定に基づいて同期資料や年度関連業務往来報告書などの税務資料を作成す

ることを奨励する。さらに、企業が簡易手続を申請する際に税務機関の要求を十分に理解し、関連情報を期限内に修

正・訂正し、税務機関の機能及びリスクに関する必要な現地インタビューに積極的に協力することを奨励している。 

 

図表 2：ユニラテラル APA簡易手続に関する適用条件と申請を受理しないケース及び簡易手続が暫時適用されないケース 

 

簡易手続の適用条件 申請を受理しない場合 

条件一： 

 

所轄税務機関が申請を受理する旨の「税務事項通知書」

を送付した日の帰属する納税年度より前の 3納税年度に

おいて、各年度の関連者間取引の金額が 4,000万人民元

以上であること。 

 

以下のいずれかの状況に該当する場合、税務機関は企業

の提出した申請を受理しないことができる。 

 

 税務機関が既に企業に対して特別納税調整の立案調

査、或いはその他の納税関連案件の調査を実施して

おり、かつその結論が出ていない 

 関連規定に従って年度関連業務往来報告書を記入し

ていない、適時に訂正していない 

 関連規定に基づき、同期資料を準備、保存或いは提

供していない 

 24号公告の要求に基づき、関連資料を提供していな

い、或いは提供した資料が税務機関の要求に適合し

ておらず、適時に補正又は訂正していない 

 税務機関の機能及びリスクの現地インタビューを拒

否する 

 

条件二： 

 

以下のいずれかの条件に該当する企業は、簡易手続の適

用を申請することができる。 

 

 所轄税務機関に「国家税務総局による関連者間取引

申告と同期資料管理の整備に関する事項についての

公告」（2016年第 42号）の規定に適合する直近 3

納税年度の同期資料を提出していること 

 企業が申請を提出した日の帰属する納税年度より前

の 10納税年度以内に事前確認を実施し、かつ実施結

果が要求に適合していること 

 企業が申請を提出した日の帰属する納税年度より前

の 10納税年度以内に税務機関の特別納税調査・調整

を受け、かつその結論が出ていること。 

 

暫時適用されない場合 

同時に 2つ或いは 2つ以上の省、自治区、直轄市及び計

画単列市の税務機関を跨ぐユニラテラル APA 

 

ユニラテラル APAにおける一般手続と簡易手続は異なる申請方法であり、両者は共存することになる。下表のように、

企業の提出した簡易手続の申請が税務当局に受理されなかった場合、または税務当局と企業が 6ヵ月以内に合意に至ら

なかった場合、その企業は 64号公告に規定されている一般手続に従ってユニラテラル APAまたは二国間事前確認を再

申請することができる。 この際、すでに提出された情報を再提出する必要はない。 

 

また、企業が簡易手続を通じてユニラテラル APAの締結に成功したものの、協定の実施期間中にユニラテラル APAに

影響を与える重大な変更が発生し、実施が終了した場合でも企業はユニラテラル APAの交渉と締結のために簡易手続の

適用を再申請することができる。 

 

適用条件 

 

簡易手続の適用条件は、以下の表の通りである。 そのうち条件一の「各年度

に発生した関連者間取引の金額が 4,000万人民元以上」は新たな条件ではな

く、64号公告に既に規定されているユニラテラル APA申請の適用基準であ

る。条件二では、簡易手続を適用できる 3つの状況が規定されており、その 1

つは、税務機関に「国家税務総局による関連者間取引申告と同期資料管理の整

備に関する事項についての公告」（2016年第 42号）の規定に定める関連者間

取引同期資料を提出していることである。第二条件と第三の条件はそれぞれ、

企業が事前確認の実施するケース、税務機関の特別納税調査を受けているケー

スを定めている。従って、簡易手続が適用されるのは、関連間取引、事業環

境、機能及びリスクの状況を税務機関がある程度把握している企業や、移転価

格同期資料提供の要件を遵守している企業と言える。 
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図表 3：簡易手続でユニラテラル APAを申請フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察とアドバイス 

 

APAは企業と税務機関が将来の関連者間取引の価格設定ポリシー及び計算方法に合意するための協議であり、企業がク

ロスボーダー経営を行う際には移転価格税制の確実性を高めるための主な政策ツールである。APAは多国籍企業の税務

コンプライアンスコストの削減及び企業のクロスボーダー投資・経営への促進に大きく寄与する。24号公告では、ユニ

ラテラル APAに適用される簡易手続が公布し、手続の簡素化、期限の設定を通してユニラテラル APAの交渉・合意達

成の効率を向上させることになるだろう。クロスボーダーの関連者間取引を行う納税者は、税務システムによるビジネ

ス環境整備におけるソリューションとなるユニラテラル APAの簡易手続を積極的に把握し、社内コミュニケーションを

実施し、新たな政策を最大限に活用して税制の確実性を効率的に高めることが推奨される。 

 

実務経験を踏まえ、社内コミュニケーションについて主に下記のキーポイントに注目すべきである。 

 

 簡易手続の「期限の設定」——90 日以内に申請を受け入れるか否かを決定し、6 ヵ月以内に協議を完了することは、

現行している APAに関する法規において、初めて税務機関に明確な期限を提出することであり、企業と税務当局が

より短い時間でユニラテラル APAの交渉・合意に達することになる。当該期限は APAの所要時間が比較的長いと

考えられる企業の懸念を効果的に解消することができる。 

 

 簡易手続の「適用条件」——企業が簡易手続の適用条件を満たしているか否かを評価する場合、相応な行動計画の

策定を考慮することが推奨される。例を挙げると、同期資料報告書を作成する必要のない企業は、簡易手続を適用

するための資格を取得するために、直近 3年の各納税年度における同期資料報告書を税務機関に提出することが推

奨される。 

 

 簡易手続はユニラテラル APAにのみ適用する——APA申請の簡素化は顕著な優位性を見せたが、手続の簡素化はユ

ニラテラル APAの実質的な内容を変更しない。クロスボーダーの関連者間取引における当事者の双方は各自の所在

地で税制の確実性を期し、二重課税のリスクをより効果的に排除する場合、64号公告による一般手続きに従って、

二国間 APAを申請することが推奨される。 

 

簡易手続を適用する場合、企業は正式な申請の前に適切な準備を展開し、また APA申請の受理前及び協議の過程におい

て税務局と良好且つ効果的なコミュニケーションを維持する必要がある。社内のタックスチームのリソースが限られて
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いる場合や APAの経験が不足している場合、申請を受け入れてもらい、企業と税務当局間で早めに合意するために、会

社は外部の税務専門家のリソースを利用して APAを推進することが推奨される。各段階における外部税務専門家による

サポート内容及び企業が注目すべき留意点は以下の通りである。 

 

 正式申請の提出前：APAの申請方法や申請方案の実行可能性を評価すること、適切な APAの種類と申請手続きを選

択すること、APAに必要な申請資料を準備すること、類似するケースの情報を収集すること、論点となる潜在的な

交渉での留意点を事前に評価すること、税務当局と非正式なコミュニケーションのサポートを行うこと。 

 

 申請の提出後／受理前：税務機関による分析評価や機能・リスクの聞き取り調査に対応すること、税務機関とのコ

ミュニケーションを維持すること、税務機関の意見聴取のサポートを行うこと。 

 

 受理後／交渉中：企業がテクニカル面について税務機関と積極的に交渉すること、又は補足資料に対する税務機関

の要求を理解した上で補足資料の準備及び税務機関によるフィードバック意見に対して適時にフォローアップする

こと。 

 

絶えず変化する国内外の税務環境において、税制の確実性をより適切に取得することは企業にとって注目すべき重要な

税務上の課題の 1つである。ユニラテラル APAの簡易手続の公布は、納税者が税制の確実性を取得するための新しいア

イディアと方法を提供することになる。更なる検討を通じて、また企業自身の状況を踏まえた上で簡易手続を使用する

ことが推奨される。私どもは引き続き、当該簡易手続の実務操作に留意しており、最新の情報を引き続き提供していき

たい。 
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